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1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.12 使用済燃料共用プール設備 

2.12.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.12.1.5 主要な機器 

運用補助共用施設平面図を図２．１２－１～５に，共用プール概要図を図２．１２－６に示す。 

(1) 共用プール 

 

（中略） 

 

b. 使用済燃料貯蔵ラックは，ステンレス鋼を使用するとともに，適切な燃料間距離を保持することに

より，容量いっぱいに燃料を収容し，共用プール水温及びラック内燃料貯蔵位置等について想定さ

れる厳しい状態を仮定しても実効増倍率が 0.95 以下となる設計としている。また，使用済燃料貯

蔵ラックの一部については，収納缶に入れた燃料を収納缶ごと貯蔵できる設計とする。収納缶は，

変形，または破損燃料を収納缶内に収納して取扱うための吊上げ機能をもち，また燃料の形状が維

持されていない場合でも放射性物質の拡散を抑制する。 

 

 

（中略） 

 

2.12.2 基本仕様 

2.12.2.1 要求仕様 

以下に要求仕様を示す。なお，福島第一原子力発電所 原子炉設置許可申請書に機器仕様を記載され

ているものは機器名称に※を記載する。 

(1) 使用済燃料共用プール 

容  量   6799 体 

（使用済燃料共用プールについては，以下の工事計画認可申請書により確認している。 

工事計画認可申請書（6資庁第 2935号 平成 6年 4月 27日認可）） 

 

(2) 使用済燃料貯蔵ラック 

容  量   90体 

個  数   75 

（使用済燃料貯蔵ラックについては，以下の工事計画認可申請書により確認している。 

工事計画認可申請書（6資庁第 2935号 平成 6年 4月 27日認可）） 

 

(3) 使用済燃料貯蔵ラック 

容  量   49体 

個  数   1 

 

 

2.12 使用済燃料共用プール設備 

2.12.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.12.1.5 主要な機器 

運用補助共用施設平面図を図２．１２－１～５に，共用プール概要図を図２．１２－６，７に示す。 

(1) 共用プール 

 

（中略） 

 

b. 使用済燃料貯蔵ラックは，ステンレス鋼を使用するとともに，適切な燃料間距離を保持することに

より，容量いっぱいに燃料を収容し，共用プール水温及びラック内燃料貯蔵位置等について想定さ

れる厳しい状態を仮定しても実効増倍率が 0.95 以下となる設計としている。また，使用済燃料貯

蔵ラックの一部については，使用済燃料収納缶に入れた燃料を使用済燃料収納缶ごと貯蔵できる設

計とする。使用済燃料収納缶は，変形，または破損燃料を使用済燃料収納缶内に収納して取扱うた

めの吊上げ機能をもち，また燃料の形状が維持されていない場合でも放射性物質の拡散を抑制す

る。 

 

（中略） 

 

2.12.2 基本仕様 

2.12.2.1 要求仕様 

以下に要求仕様を示す。なお，福島第一原子力発電所 原子炉設置許可申請書に機器仕様を記載され

ているものは機器名称に※を記載する。 

(1) 使用済燃料共用プール 

容  量   6734 体 

（使用済燃料共用プールについては，以下の工事計画認可申請書により確認している。 

工事計画認可申請書（6資庁第 2935号 平成 6年 4月 27日認可）） 

 

(2) 使用済燃料貯蔵ラック 

容  量   90体 

個  数   74 

（使用済燃料貯蔵ラックについては，以下の工事計画認可申請書により確認している。 

工事計画認可申請書（6資庁第 2935号 平成 6年 4月 27日認可）） 

 

(3) 使用済燃料貯蔵ラック 

容  量   49体 

個  数   1 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵ラック（49体）

及び使用済燃料貯蔵ラック（25

体）の記載追加 

 

 

 

 

記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25体）

の取替に伴う記載の変更 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25体）

の取替に伴う記載の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

(4) 収納缶 

個  数   48 

 

 

(5) 共用プール冷却浄化系 

（中略） 

 

(6) 共用プール補給水系 

（中略） 

 

(7) 共用プール補機冷却系 

（中略） 

 

(8) 燃料取扱装置 

（中略） 

 

(9) 天井クレーン 

（中略） 

 

(10) 燃料貯蔵区域換気空調系 

（中略） 

 

(11) 温度計 

（中略） 

 

(12) エリア放射線モニタ 

（中略） 

 

(13) プロセス放射線モニタ 

（中略） 

 

(14) 使用済燃料輸送容器保管エリア 

（中略） 

 

(15) 消防車 

（中略） 

 

(16) ろ過水タンク等 

（中略） 

 

(4) 使用済燃料貯蔵ラック 

容  量   25体 

個  数   1 

 

(5) 使用済燃料収納缶（小） 

個  数   48 

 

(6) 使用済燃料収納缶（大） 

個  数   25 

 

(7) 共用プール冷却浄化系 

（中略） 

 

(8) 共用プール補給水系 

（中略） 

 

(9) 共用プール補機冷却系 

（中略） 

 

(10) 燃料取扱装置 

（中略） 

 

(11) 天井クレーン 

（中略） 

 

(12) 燃料貯蔵区域換気空調系 

（中略） 

 

(13) 温度計 

（中略） 

 

(14) エリア放射線モニタ 

（中略） 

 

(15) プロセス放射線モニタ 

（中略） 

 

(16) 使用済燃料輸送容器保管エリア 

（中略） 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25体）

の記載追加 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 

 

使用済燃料収納缶（大）の記載

追加 

 

記載の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

(17) 共用プール建屋廃液移送系 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

2.12.3 添付資料 

添付資料―１  系統概略図 

添付資料―２  現在の設備状況 

添付資料―３  有効燃料頂部+2mでの線量率評価 

添付資料―４  「共用プール冷却浄化系及び共用プール補機冷却系」1 系列運転時の共用プール水温

度評価 

添付資料―５  運用補助共用施設共用プール棟の耐震安全評価について 

添付資料―６  共用プール冷却機能の喪失評価 

添付資料―７  燃料集合体の落下評価 

添付資料―８  使用済燃料共用プール設備の耐震安全性について 

添付資料―９  使用済燃料貯蔵ラック（49体）について 

 

 

添付資料―１０ 使用済燃料共用プール設備に係る確認事項について 

添付資料―１１ 共用プール建屋廃液移送系について 

 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

 

 

(17) 消防車 

（中略） 

 

(18) ろ過水タンク等 

（中略） 

 

(19) 共用プール建屋廃液移送系 

（中略） 

 

2.12.3 添付資料 

添付資料―１  系統概略図 

添付資料―２  現在の設備状況 

添付資料―３  有効燃料頂部+2mでの線量率評価 

添付資料―４  「共用プール冷却浄化系及び共用プール補機冷却系」1 系列運転時の共用プール水温

度評価 

添付資料―５  運用補助共用施設共用プール棟の耐震安全評価について 

添付資料―６  共用プール冷却機能の喪失評価 

添付資料―７  燃料集合体の落下評価 

添付資料―８  使用済燃料共用プール設備の耐震安全性について 

添付資料―９  使用済燃料貯蔵ラックについて 

添付資料―９―１  使用済燃料貯蔵ラック（49体）について 

添付資料―９―２  使用済燃料貯蔵ラック（25体）について 

添付資料―１０ 使用済燃料共用プール設備に係る確認事項について 

添付資料―１１ 共用プール建屋廃液移送系について 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．１２－７ 共用プール概要図（平面） 

記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25体）

の記載追加 

 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵ラック（49体）

及び使用済燃料貯蔵ラック（25

体）の記載追加 

 

：使用済燃料貯蔵ラック(90体) 

キャスク・ピット キャスク・ピット 

：使用済燃料貯蔵ラック(25体) 

：使用済燃料貯蔵ラック(49体) 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料―９ 

 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）について 

 

1. 背景 

共用プールに，1～4号機原子炉建屋内の使用済燃料プールに貯蔵中の使用済燃料及び新燃料，5,6 号

機原子炉建屋内の使用済燃料プール及び炉内に貯蔵中の使用済燃料（合計 5,936 体)の受け入れを計画

している。その中には，震災前から使用済燃料プールに貯蔵されている変形燃料や破損燃料，震災時に

破損した可能性のある燃料が含まれている。変形燃料の貯蔵にあたっては，変形の程度に対して，物理

的に貯蔵できるとともに，臨界を防止することが必要である。また破損燃料の貯蔵にあたっては，破損

形態に応じて，収納缶に収納することにより放射性物質の拡散を抑制するとともに，臨界を防止するこ

とが必要である。 

このため，上記の燃料の貯蔵を目的とした使用済燃料貯蔵ラックを設置する。 

 

2.使用済燃料貯蔵ラック（49体）および収納缶について 

 収納缶とは，変形，または破損燃料をその状態に応じて収納する缶であり，破損燃料を収納缶

ごと使用済燃料貯蔵ラック（49 体）に貯蔵することが可能である。 

 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）には収納缶に収納しない燃料集合体 1体，および収納缶に収納

された燃料集合体 48 体を貯蔵する。なお，収納缶に収納しない燃料集合体とは，4号機におい

て震災前の取扱中にチャンネルボックスおよびハンドルの変形が認められた使用済燃料（7×7

燃料）である。 

 

 

 

 

3. 安全機能の維持の確認 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の安全機能は以下の別添―１～４にて確認している。 

 

 別添―１ 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の核燃料物質が臨界に達しないことを説明する書類 

 別添―２ 使用済燃料貯蔵ラック（49体）の耐震設計の基本方針 

 別添―３ 使用済燃料貯蔵ラック（49体）の耐震性についての計算書 

 別添―４ 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）設置後の使用済燃料共用プールの水深の遮へい能力

に関する説明書 

 別添―５ 使用済燃料貯蔵ラック（49体）構造図 

 別添―６ 収納缶についての説明書 

 

添付資料―９―１ 

 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）について 

 

1. 背景 

共用プールに，1～4号機原子炉建屋内の使用済燃料プールに貯蔵中の使用済燃料及び新燃料，5,6 号

機原子炉建屋内の使用済燃料プール及び炉内に貯蔵中の使用済燃料（合計 5,936 体)の受け入れを計画

している。その中には，震災前から使用済燃料プールに貯蔵されている変形燃料や破損燃料，震災時に

破損した可能性のある燃料が含まれている。変形燃料の貯蔵にあたっては，変形の程度に対して，物理

的に貯蔵できるとともに，臨界を防止することが必要である。また破損燃料の貯蔵にあたっては，破損

形態に応じて，使用済燃料収納缶に収納することにより放射性物質の拡散を抑制するとともに，臨界を

防止することが必要である。 

このため，上記の燃料の貯蔵を目的とした使用済燃料貯蔵ラックを設置する。 

 

2.使用済燃料貯蔵ラック（49体）および使用済燃料収納缶（小）について 

 使用済燃料収納缶（小）とは，燃料ハンドル部の変形が小さい燃料，または使用済燃料プール

に貯蔵されている破損燃料（破損の疑いがある燃料を含む）を収納する缶であり，使用済燃料

収納缶（小）ごと使用済燃料貯蔵ラック（49 体）に貯蔵することが可能である。なお，健全燃

料についても使用済燃料収納缶（小）に収納し，使用済燃料貯蔵ラック（49 体）に貯蔵するこ

とが可能である。 

 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）には使用済燃料収納缶（小）に収納しない燃料集合体 1体，お

よび使用済燃料収納缶（小）に収納された燃料集合体 48 体を貯蔵する。なお，使用済燃料収

納缶（小）に収納しない燃料集合体とは，4 号機において震災前の取扱中にチャンネルボック

スおよびハンドルの変形が認められた使用済燃料（7×7燃料）である。 

 

3. 安全機能の維持の確認 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の安全機能は以下の別添―１～４にて確認している。 

 

 別添―１ 使用済燃料貯蔵ラック（49体）の核燃料物質が臨界に達しないことを説明する書類 

 別添―２ 使用済燃料貯蔵ラック（49体）の耐震設計の基本方針 

 別添―３ 使用済燃料貯蔵ラック（49体）の耐震性についての計算書 

 別添―４ 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）設置後の使用済燃料共用プールの水深の遮へい能力

に関する説明書 

 

 別添―５ 使用済燃料収納缶（小）についての説明書 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体）

記載追加に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の変更 

 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の重複による削除 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料―９ 別添―１ 

 

使用済燃料貯蔵ラック(49 体)の核燃料物質が臨界に達しないことを説明する書類 

 

（中略） 

 

1.3 評価条件 

以下の２通りの条件で評価を行うものとする。 

 

①燃料棒の形状が維持されているが，取扱いを考慮して収納缶を用いる場合 

②燃料棒の形状が維持されていないと仮定した場合 

 

各評価条件を以下に示す。 

 

①燃料棒の形状が維持されているが，取扱いを考慮して収納缶を用いる場合 

臨界解析モデルを図－１に示す。実効増倍率を大きく見積るため，評価条件を下記の通りとした。 

 

 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）には収納缶に収納しない燃料集合体 1体，および収納缶に収納

された燃料集合体 48 体を貯蔵する。なお，収納缶に収納しない燃料集合体とは，４号機にお

いて震災前の取り扱い中にチャンネルボックスおよびハンドルの変形が認められた使用済燃

料（７×７燃料）である。 

 収納缶に収納しない燃料集合体の U-235 の濃縮度は未照射のまま減損しない値とし，７×７燃

料の集合体平均値 2.5wt%とする。また，中性子吸収断面積の大きい Gd は無視する。 

 収納缶に収納しない燃料集合体のチャンネルボックスの変形による燃料棒間隔の変位の可能

性を考慮し，実効増倍率が高くなるようラック格子内で燃料棒間隔を最適間隔に広げた評価と

する。なお，当該格子には燃料集合体を保持する筒およびスペーサを設置する予定であるが，

燃料棒間隔を最大限広げる場合が保守的であり，考慮しない。 

 収納缶に収納された燃料集合体の U-235 の濃縮度は未照射のまま減損しない値とし，９×９燃

料の集合体平均値 3.9wt%とする。また，中性子吸収断面積の大きい Gd は無視する。 

 収納缶に収納された燃料集合体は変形を考慮して収納缶内で燃料棒が最適な状態に広がった

配列とする。 

 ラックおよび収納缶の板厚は，製造公差を考慮した最小値とする。 

 ラックの貯蔵ピッチは，製造公差を考慮した最小値とする。 

 ラック内の収納缶配置は，スペーサ間の範囲で偏心配置（ラック中心寄り）を考慮する。 

 ラックが無限に並んだ状態として，高さ方向無限，かつラック周囲での境界条件を完全反射と

する。 

 チャンネルボックスを水に置き換える。 

 水温は 100℃とする。 

 

 

添付資料―９―１ 別添―１ 

 

使用済燃料貯蔵ラック(49 体)の核燃料物質が臨界に達しないことを説明する書類 

 

（中略） 

 

1.3 評価条件 

以下の２通りの条件で評価を行うものとする。 

 

①燃料棒の形状が維持されているが，取扱いを考慮して使用済燃料収納缶（小）を用いる場合 

②燃料棒の形状が維持されていないと仮定した場合 

 

各評価条件を以下に示す。 

 

①燃料棒の形状が維持されているが，取扱いを考慮して使用済燃料収納缶（小）を用いる場合 

臨界解析モデルを図－１に示す。実効増倍率を大きく見積るため，評価条件を下記の通りとした。 

 

 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）には使用済燃料収納缶（小）に収納しない燃料集合体 1体，お

よび使用済燃料収納缶（小）に収納された燃料集合体 48 体を貯蔵する。なお，使用済燃料収

納缶（小）に収納しない燃料集合体とは，４号機において震災前の取り扱い中にチャンネルボ

ックスおよびハンドルの変形が認められた使用済燃料（７×７燃料）である。 

 使用済燃料収納缶（小）に収納しない燃料集合体の U-235 の濃縮度は未照射のまま減損しない

値とし，７×７燃料の集合体平均値 2.5wt%とする。また，中性子吸収断面積の大きい Gd は無

視する。 

 使用済燃料収納缶（小）に収納しない燃料集合体のチャンネルボックスの変形による燃料棒間

隔の変位の可能性を考慮し，実効増倍率が高くなるようラック格子内で燃料棒間隔を最適間隔

に広げた評価とする。なお，当該格子には燃料集合体を保持する筒およびスペーサを設置する

予定であるが，燃料棒間隔を最大限広げる場合が保守的であり，考慮しない。 

 使用済燃料収納缶（小）に収納された燃料集合体の U-235 の濃縮度は未照射のまま減損しない

値とし，９×９燃料の集合体平均値 3.9wt%とする。また，中性子吸収断面積の大きい Gd は無

視する。 

 使用済燃料収納缶（小）に収納された燃料集合体は変形を考慮して使用済燃料収納缶（小）内

で燃料棒が最適な状態に広がった配列とする。 

 ラックおよび使用済燃料収納缶（小）の板厚は，製造公差を考慮した最小値とする。 

 ラックの貯蔵ピッチは，製造公差を考慮した最小値とする。 

 ラック内の使用済燃料収納缶（小）配置は，スペーサ間の範囲で偏心配置（ラック中心寄り）

を考慮する。 

 ラックが無限に並んだ状態として，高さ方向無限，かつラック周囲での境界条件を完全反射と

する。 

 チャンネルボックスを水に置き換える。 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体）

記載追加に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

②燃料棒の形状が維持されていないと仮定した場合 

臨界解析モデルを図－２に示す。実効増倍率を大きく見積るため，評価条件を下記の通りとした。 

 

 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）には収納缶に収納しない燃料集合体 1体，および収納缶に収納

された燃料集合体 48 体を貯蔵する。なお，収納缶に収納しない燃料集合体とは，４号機にお

いて震災前の取り扱い中にチャンネルボックスおよびハンドルの変形が認められた使用済燃

料（７×７燃料）である。 

 収納缶に収納しない燃料集合体の U-235 の濃縮度は未照射のまま減損しない値とし，７×７燃

料の集合体平均値 2.5wt%とする。また，中性子吸収断面積の大きい Gd は無視する。 

 収納缶に収納しない燃料集合体のチャンネルボックスの変形による燃料棒間隔の変位の可能

性を考慮し，実効増倍率が高くなるようラック格子内で燃料棒間隔を最適間隔に広げた評価と

する。なお，当該格子には燃料集合体を保持する筒およびスペーサを設置する予定であるが，

燃料棒間隔を最大限広げる場合が保守的であり，考慮しない。 

 収納缶に収納された燃料集合体は，燃料集合体の形状維持を前提としないため，以下の条件を

設定する。 

・燃料被覆管が破損しペレットが収納缶内に放出されたことを仮定し，収納缶内にペレットと

水が非均質に混ざった状態とする。 

・水／ウラン比，ペレット粒径が最適な状態とする。 

・U-235 の濃縮度は未照射のまま減損しない値とし，９×９燃料のペレット最高濃縮度 4.9wt%

とする。また，中性子吸収断面積の大きい Gd は無視する。 

 

 ラックおよび収納缶の板厚は，製造公差を考慮した最小値とする。 

 ラックの貯蔵ピッチは，製造公差を考慮した最小値とする。 

 ラック内の収納缶配置は，スペーサ間の範囲で偏心配置（ラック中心寄り）を考慮する。 

 ラックが無限に並んだ状態として，高さ方向無限，かつラック周囲での境界条件を完全反射と

する。 

 チャンネルボックスを水に置き換える。 

 水温は 100℃とする。 

 

 

1.4 評価方法 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の実効増倍率は，収納缶，ラックの形状を模擬した計算モデルを用い，

計算には KENO-V.a コードを用いる。 

 

1.5 評価結果 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の実効増倍率は，表－1に示す通り設計基準を満足している。 

 

 水温は 100℃とする。 

 

 

②燃料棒の形状が維持されていないと仮定した場合 

臨界解析モデルを図－２に示す。実効増倍率を大きく見積るため，評価条件を下記の通りとした。 

 

 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）には使用済燃料収納缶（小）に収納しない燃料集合体 1体，お

よび使用済燃料収納缶（小）に収納された燃料集合体 48 体を貯蔵する。なお，使用済燃料収

納缶（小）に収納しない燃料集合体とは，４号機において震災前の取り扱い中にチャンネルボ

ックスおよびハンドルの変形が認められた使用済燃料（７×７燃料）である。 

 使用済燃料収納缶（小）に収納しない燃料集合体の U-235 の濃縮度は未照射のまま減損しない

値とし，７×７燃料の集合体平均値 2.5wt%とする。また，中性子吸収断面積の大きい Gd は無

視する。 

 使用済燃料収納缶（小）に収納しない燃料集合体のチャンネルボックスの変形による燃料棒間

隔の変位の可能性を考慮し，実効増倍率が高くなるようラック格子内で燃料棒間隔を最適間隔

に広げた評価とする。なお，当該格子には燃料集合体を保持する筒およびスペーサを設置する

予定であるが，燃料棒間隔を最大限広げる場合が保守的であり，考慮しない。 

 使用済燃料収納缶（小）に収納された燃料集合体は，燃料集合体の形状維持を前提としないた

め，以下の条件を設定する。 

・燃料被覆管が破損しペレットが使用済燃料収納缶（小）内に放出されたことを仮定し，使用

済燃料収納缶（小）内にペレットと水が非均質に混ざった状態とする。 

・水／ウラン比，燃料粒子径が最適な状態とする。 

・U-235 の濃縮度は未照射のまま減損しない値とし，９×９燃料のペレット最高濃縮度 4.9wt%

とする。また，中性子吸収断面積の大きい Gd は無視する。 

 ラックおよび使用済燃料収納缶（小）の板厚は，製造公差を考慮した最小値とする。 

 ラックの貯蔵ピッチは，製造公差を考慮した最小値とする。 

 ラック内の使用済燃料収納缶（小）配置は，スペーサ間の範囲で偏心配置（ラック中心寄り）

を考慮する。 

 ラックが無限に並んだ状態として，高さ方向無限，かつラック周囲での境界条件を完全反射と

する。 

 チャンネルボックスを水に置き換える。 

 水温は 100℃とする。 

 

1.4 評価方法 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の実効増倍率は，使用済燃料収納缶（小），ラックの形状を模擬した

計算モデルを用い，計算には KENO-V.a コードを用いる。 

 

1.5 評価結果 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の実効増倍率は，表－1に示す通り設計基準を満足している。 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表―１  評価結果 

収納缶内の燃料条件 実効増倍率※１ 設計基準 

①燃料棒の形状が維持されていた燃料 0.84 
0.95 

②燃料棒の形状が維持されていない燃料 0.93 

＊1 モンテカルロ計算の統計誤差（3σ）を考慮した値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 臨界解析モデル 

（燃料棒の形状が維持されているが，取扱いを考慮して収納缶を用いる場合） 

 

 

 

表―１  評価結果 

使用済燃料収納缶（小）内の燃料条件 実効増倍率※１ 設計基準 

①燃料棒の形状が維持されていた燃料 0.84 
0.95 

②燃料棒の形状が維持されていない燃料 0.93 

※１ モンテカルロ計算の統計誤差（3σ）を考慮した値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 臨界解析モデル 

（燃料棒の形状が維持されているが，取扱いを考慮して使用済燃料収納缶（小）を用いる場合） 

 

 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

【収納缶に収納された燃料集合体の詳細】 【収納缶に収納しない燃料集合集合体の詳細】 

【ラック全体図】 

【使用済燃料収納缶（小）に 

収納された燃料集合体の詳細】 

【使用済燃料収納缶（小）に 

収納しない燃料集合集合体の詳細】 

【ラック全体図】 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 臨界解析モデル 

（燃料棒の形状が維持されていないと仮定した場合） 

 

 

参考資料 

臨界解析に用いるコード（KENO-Ⅴ.a）について 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 臨界解析モデル 

（燃料棒の形状が維持されていないと仮定した場合） 

 

 

参考資料 

臨界解析に用いるコード（KENO-Ⅴ.a）について 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ラック全体図】 

【収納缶に収納された燃料集合体の詳細】 【収納缶に収納しない燃料集合集合体の詳細】 

【ラック全体図】 

【使用済燃料収納缶（小）に 

収納しない燃料集合集合体の詳細】 
【使用済燃料収納缶（小）に 

収納された燃料集合体の詳細】 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（４） 使用実績 

KENO-Ⅴ.a コードは，国内外で輸送容器の臨界解析をはじめ，核燃料施設の臨界解析に使用されて

いる。 

 

（以下，省略） 

 

（４） 使用実績 

KENO-Ⅴ.a コードは，国内外で輸送容器の臨界解析をはじめ，使用済燃料貯蔵ラックや核燃料施設

の臨界解析に使用されている。 

 

（以下，省略） 

 

 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料―９ 別添―２ 

 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の耐震設計の基本方針 

 

（中略） 

 

4. 荷重の組合せと許容限界 

 

（中略） 

 

(1) 支持構造物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料―９―１ 別添―２ 

 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の耐震設計の基本方針 

 

（中略） 

 

4. 荷重の組合せと許容限界 

 

（中略） 

 

(1) 支持構造物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体）

記載追加に伴う記載の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料―９ 別添―３ 

 

使用済燃料貯蔵ラック(49 体)の耐震性についての計算書 

 

（中略） 

 

1.1 計算条件 

(1) ラックは，使用済燃料共用プール（以下｢共用プール｣という。）の底部に基礎ボルトを介して据え

付けられたコモンベース上にラック取付ボルトで固定されるものとする。 

(2) ラックの質量には，収納缶及びこれに収納されている使用済燃料の質量とラック自身の質量のほ

か，収納缶とラックに含まれる水の質量及びラック外形の排除水質量＊を考慮する。 

尚，49ヶ所の貯蔵セルのうち、中央のセル１ヶ所については，収納缶ではなく変形した使用済燃

料を貯蔵するものとする。 

 

(3) 水平方向地震動と鉛直方向地震動を解析モデルへ別々に入力して地震荷重，応力を求め，それら

を適切に組み合わせて評価を行う。 

構造概要図を図１－１に示す。 

 

注記＊：排除水質量とは，水中の機器の容積により排除される機器の周囲の流体の質量である。 

 

（中略） 

 

1.2 準拠基準等 

 

（中略） 

 

・鋼構造設計基準－許容応力度設計法－（社団法人 日本建築学会（2005 年 9 月）） 

・日本工業規格（JIS） 

 

（中略） 

 

1.3 記号の説明 

 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｆ 

ＡＳ 

ＣＨ 

スペーサ下部支持部材の断面積 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの軸断面積 

圧縮フランジの断面積 

スペーサの面積 

水平方向設計震度 

㎜ 2 

㎜ 2 

㎜ 2 

㎜ 2 

－ 

添付資料―９―１ 別添―３ 

 

使用済燃料貯蔵ラック(49 体)の耐震性についての計算書 

 

（中略） 

 

1.1 計算条件 

(1) ラックは，使用済燃料共用プール（以下｢共用プール｣という。）の底部に基礎ボルトを介して据え

付けられたコモンベース上にラック取付ボルトで固定されるものとする。 

(2) ラックの質量には，使用済燃料収納缶（小）及びこれに収納されている使用済燃料の質量とラッ

ク自身の質量のほか，使用済燃料収納缶（小）とラックに含まれる水の質量及びラック外形の排除

水質量＊を考慮する。 

尚，49ヶ所の貯蔵セルのうち、中央のセル１ヶ所については，使用済燃料収納缶（小）ではなく

変形した使用済燃料を貯蔵するものとする。 

(3) 水平方向地震動と鉛直方向地震動を解析モデルへ別々に入力して地震荷重，応力を求め，それら

を適切に組み合わせて評価を行う。 

構造概要図を図１－１に示す。 

 

注記＊：排除水質量とは，水中の機器の容積により排除される機器の周囲の流体の質量である。 

 

（中略） 

 

1.2 準拠基準等 

 

（中略） 

 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（社団法人 日本建築学会（2005 年 9 月）） 

・日本産業規格（JIS） 

 

（中略） 

 

1.3 記号の説明 

 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｆ 

ＡＳ 

ＣＨ 

スペーサ下部支持部材の断面積 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの軸断面積 

圧縮フランジの断面積 

スペーサの面積 

水平方向設計震度 

㎜ 2 

㎜ 2 

㎜ 2 

㎜ 2 

－ 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体）

記載追加に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

Ｃｖ 

Ｅ 

Ｆ＊ 

Ｆｉ 

ｆｊ 

 

ｆ０ 

ｆｃｂ 

ｆｃ 

ｆｓ 

ｆｓｂ 

 

ｆＳＳ 

ｆｔ 

ｆｔｏ 

 

ｆｔｓ 

 

g 

H 

Ｌ 

Ｌ１ 

lｉｇ 

lｊ 

 

Ｍ 

Ｍｉ 

ｍ 

ｎ 

ｎｊ 

 

Ｐ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

鉛直方向設計震度 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

ベース又はコモンベース底部に作用するせん断力 

ベース又はコモンベース端から lｊの位置にあるラック取付ボ

ルト又は基礎ボルトに作用する引張力（１本当り） 

スペーサ下部支持部材の許容組合せ応力 

スペーサ下部支持部材の許容曲げ応力 

スペーサの許容圧縮応力 

部材の許容せん断応力 

せん断力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許

容せん断応力 

スペーサ下部支持部材の許容せん断応力 

部材の許容引張応力 

引張力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許容

引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるラック取付ボルト又は基礎

ボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

スペーサ下部支持部材の高さ 

支点間の距離 

スペーサ下部支持部材とセル壁面との距離 

ベース又はコモンベース端から重心までの距離 

ベース又はコモンベース端からラック取付ボルト又は基礎ボ

ルトまでの距離 

曲げモーメント 

ベース又はコモンベース底部の転倒モーメント 

収納缶貯蔵時のラック全質量 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの全本数 

ベース又はコモンベース端から lｊの位置にあるラック取付ボ

ルト又は基礎ボルトの本数 

スペーサおよびスペーサ下部支持部材への荷重 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表９に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表８に定める値 

－ 

ＭＰa 

ＭＰa 

Ｎ 

Ｎ 

 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

 

ＭＰa 

 

ｍ／ｓ2 

mm 

mm 

mm 

㎜ 

㎜ 

 

Ｎ・㎜ 

Ｎ・㎜ 

kg 

－ 

－ 

 

Ｎ 

ＭＰa 

ＭＰa 

Ｚ 

Λ 

λ 

σ0 

スペーサ下部支持部材の断面係数 

スペーサの限界細長比 

スペーサの有効細長比 

スペーサ下部支持部材に生じる組合せ応力 

㎜３ 

－ 

－ 

ＭＰa 

Ｃｖ 

Ｅ 

Ｆ＊ 

Ｆｉ 

ｆｊ 

 

ｆ０ 

ｆｃｂ 

ｆｃ 

ｆｓ 

ｆｓｂ 

 

ｆＳＳ 

ｆｔ 

ｆｔｏ 

 

ｆｔｓ 

 

g 

H 

Ｌ 

Ｌ１ 

lｉｇ 

lｊ 

 

Ｍ 

Ｍｉ 

ｍ 

ｎ 

ｎｊ 

 

Ｐ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

鉛直方向設計震度 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

ベース又はコモンベース底部に作用するせん断力 

ベース又はコモンベース端から lｊの位置にあるラック取付ボ

ルト又は基礎ボルトに作用する引張力（１本当り） 

スペーサ下部支持部材の許容組合せ応力 

スペーサ下部支持部材の許容曲げ応力 

スペーサの許容圧縮応力 

部材の許容せん断応力 

せん断力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許

容せん断応力 

スペーサ下部支持部材の許容せん断応力 

部材の許容引張応力 

引張力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許容

引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるラック取付ボルト又は基礎

ボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

スペーサ下部支持部材の高さ 

支点間の距離 

スペーサ下部支持部材とセル壁面との距離 

ベース又はコモンベース端から重心までの距離 

ベース又はコモンベース端からラック取付ボルト又は基礎ボ

ルトまでの距離 

曲げモーメント 

ベース又はコモンベース底部の転倒モーメント 

使用済燃料収納缶（小）貯蔵時のラック全質量 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの全本数 

ベース又はコモンベース端から lｊの位置にあるラック取付ボ

ルト又は基礎ボルトの本数 

スペーサおよびスペーサ下部支持部材への荷重 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表９に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表８に定める値 

－ 

ＭＰa 

ＭＰa 

Ｎ 

Ｎ 

 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

 

ＭＰa 

 

ｍ／ｓ2 

mm 

mm 

mm 

㎜ 

㎜ 

 

Ｎ・㎜ 

Ｎ・㎜ 

kg 

－ 

－ 

 

Ｎ 

ＭＰa 

ＭＰa 

Ｚ 

Λ 

λ 

σ0 

スペーサ下部支持部材の断面係数 

スペーサの限界細長比 

スペーサの有効細長比 

スペーサ下部支持部材に生じる組合せ応力 

㎜３ 

－ 

－ 

ＭＰa 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

σｂ 

σＣ 

σcb 

σｆａ 

σｘ，σｙ 

τｂ 

τＳ 

τｘｙ 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じる引張応力 

スペーサに生じる圧縮応力 

スペーサ下部支持部材に生じる曲げ応力 

部材に生じる組合せ応力 

部材に生じる引張応力 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じるせん断応力 

スペーサ下部支持部材に作用するせん断応力 

部材に生じるせん断応力 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

 

注記 

１）添字ｉの意味は，以下のとおりとする。また，添字ｊは１～１２までの数字を示すも

のとする。 

ｉ＝Ｘ：Ｘ方向 

ｉ＝Ｙ：Ｙ方向 

 

（中略） 

 

２．計算方法 

 

（中略） 

 

2.2.3 スペーサ及びスペーサ下部支持部材の応力 

 

（中略） 

 

(１) 作用荷重 

収納缶に働く地震力が，セル１面の上下部スペーサ部に作用するものとする。 

 

 

（中略） 

 

３．評価方法 

3.1 固有周期の評価 

2.1 項で求めた固有周期から「添付資料－９ 別添－２ 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の耐震設

計の基本方針」に基づき，水平方向設計震度を求める。 

 

3.2 応力の評価 

3.2.1 部材の応力評価 

 

σｂ 

σＣ 

σcb 

σｆａ 

σｘ，σｙ 

τｂ 

τＳ 

τｘｙ 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じる引張応力 

スペーサに生じる圧縮応力 

スペーサ下部支持部材に生じる曲げ応力 

部材に生じる組合せ応力 

部材に生じる引張応力 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じるせん断応力 

スペーサ下部支持部材に作用するせん断応力 

部材に生じるせん断応力 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

ＭＰa 

 

注記 

１）添字ｉの意味は，以下のとおりとする。また，添字ｊは１～１２までの数字を示すも

のとする。 

ｉ＝Ｘ：Ｘ方向 

ｉ＝Ｙ：Ｙ方向 

 

（中略） 

 

２．計算方法 

 

（中略） 

 

2.2.3 スペーサ及びスペーサ下部支持部材の応力 

 

（中略） 

 

(１) 作用荷重 

使用済燃料収納缶（小）に働く地震力が，セル１面の上下部スペーサ部に作用するものとする。 

 

 

（中略） 

 

３．評価方法 

3.1 固有周期の評価 

2.1 項で求めた固有周期から「添付資料－９－１ 別添－２ 使用済燃料貯蔵ラック（49体）の耐

震設計の基本方針」に基づき，水平方向設計震度を求める。 

 

3.2 応力の評価 

3.2.1 部材の応力評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体）

記載追加に伴う記載の変更 

 

 

 

 

 

 gmCP H4
1  gmCP H4

1
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（中略） 

 

地震力の種類 基準地震動Ｓs 

許容引張応力 ｆｔ 51・
51

F .
.

 

許容せん断応力 ｆｓ 51・
3・51

F .
.

 

 

（中略） 

 

3.2.2 ラック取付ボルト及び基礎ボルトの応力評価 

 

（中略） 

 

地 震 力 の 種 類 基準地震動Ｓ S 

許容引張応力 ｆｔｏ 

F

2
5・1.  

許容せん断応力 ｆｓｂ 
51・

3・51

F .
.

 

 

 

（以下，省略） 

（中略） 

 

地震力の種類 基準地震動Ｓs 

許容引張応力 ｆｔ 51・
51

F .
.

 

許容せん断応力 ｆｓ 51・
3・51

F .
.

 

 

（中略） 

 

3.2.2 ラック取付ボルト及び基礎ボルトの応力評価 

 

（中略） 

 

地震力の種類 基準地震動ＳS 

許容引張応力 ｆｔｏ 

F

2
5・1.  

許容せん断応力 ｆｓｂ 51・
3・51

F .
.

 

 

 

（以下，省略） 

 

 

 

記載の最適化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の最適化 

 

* 

* 

* 

* 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料―９ 別添―４ 

 

使用済燃料貯蔵ラック(49 体)設置後の使用済燃料共用プールの水深の遮へい能力に関する説明書 

 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料―９―１ 別添―４ 

 

使用済燃料貯蔵ラック(49 体)設置後の使用済燃料共用プールの水深の遮へい能力に関する説明書 

 

 

（以下，省略） 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体）

記載追加に伴う記載の変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料―９ 別添―５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載の削除） 記載の重複による削除 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第 2章 2.12 使用済燃料共用プール設備） 

15 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料―９ 別添６ 

 

収納缶についての説明書 

 

1. 概要 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）に貯蔵する変形燃料，および破損燃料は，燃料の取扱いを可能にする

ため，また破損燃料については放射性物質の拡散を抑制するとともに，燃料の形状が維持されていない

場合でも臨界を防止するため，収納缶内に収納した状態で貯蔵する。 

 

2．収納缶の構造 

収納缶はステンレス鋼製の角缶構造である。 

 

3. 収納缶の機能 

(1) 収納缶は，燃料取扱装置を用いて収納缶内に収納した燃料の取扱いが可能になるよう，収納缶

上部に燃料の上部タイプレートハンドル部と同等の形状を有する吊具を取り付け，吊具を燃料

取扱装置の把握機で把持する。なお，吊具は落下防止措置を施した着脱式の機構とする。 

 

(2) 収納缶は，燃料棒の形状が維持されていない場合でも放射性物質の拡散を抑制する。 

 

 

4. 収納缶の取扱い及び落下防止措置 

・収納缶上部には吊具を取り付けるための接続部（窓）を設け，接続部に吊具を取り付ける。接続部

は収納缶に４箇所設け，吊具を４箇所に取り付けることにより，吊上げ時の落下を防止する。 

 

・吊具は燃料取扱装置の把握機で把持することから，以下の燃料取扱装置の落下防止機能により吊上

げ時の落下を防止する。 

・ホイストは電源断時に電磁ブレーキで保持する構造 

・ホイストは二重のワイヤロープで保持する構造 

・把握機は空気喪失時にフックが開かない構造 

・把握機の機械的インターロック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料―９―１ 別添―５ 

 

使用済燃料収納缶（小）についての説明書 

 

1. 概要 

使用済燃料貯蔵ラック（49 体）に貯蔵する変形燃料，および破損燃料は，燃料の取扱いを可能にする

ため，また破損燃料については放射性物質の拡散を抑制するとともに，燃料の形状が維持されていない

場合でも臨界を防止するため，使用済燃料収納缶（小）内に収納した状態で貯蔵する。 

 

2．使用済燃料収納缶（小）の構造 

使用済燃料収納缶（小）はステンレス鋼製の角缶構造である。 

 

3. 使用済燃料収納缶（小）の機能 

(1) 使用済燃料収納缶（小）は，燃料取扱装置を用いて使用済燃料収納缶（小）内に収納した燃料

の取扱いが可能になるよう，使用済燃料収納缶（小）上部に燃料の上部タイプレートハンドル

部と同等の形状を有する吊具を取り付け，吊具を燃料取扱装置の把握機で把持する。なお，吊

具は落下防止措置を施した着脱式の機構とする。 

(2) 使用済燃料収納缶（小）は，燃料棒の形状が維持されていない場合でも放射性物質の拡散を抑

制する。 

 

4. 使用済燃料収納缶（小）の取扱い及び落下防止措置 

・使用済燃料収納缶（小）上部には吊具を取り付けるための接続部（窓）を設け，接続部に吊具を取

り付ける。接続部は使用済燃料収納缶（小）に４箇所設け，吊具を４箇所に取り付けることにより，

吊上げ時の落下を防止する。 

・吊具は燃料取扱装置の把握機で把持することから，以下の燃料取扱装置の落下防止機能により吊上

げ時の落下を防止する。 

・ホイストは電源断時に電磁ブレーキで保持する構造 

・ホイストは二重のワイヤロープで保持する構造 

・把握機は空気喪失時にフックが開かない構造 

・把握機の機械的インターロック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体）

記載追加に伴う記載の変更 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第 2章 2.12 使用済燃料共用プール設備） 

16 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料収納缶（大）記載追

加に伴う記載の変更 

 

図－1 収納缶構造図 

4
5
5
1
m
m 

吊具接続部（窓） 

（計４箇所） 

5mm 

153mm 

4
5
5
1
m
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吊具接続部（窓） 

（計４箇所） 

5mm 

153mm 

図－1 使用済燃料収納缶（小）構造図 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第 2章 2.12 使用済燃料共用プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 添付資料―９―２ 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体）について 

 

（以下，省略） 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体） 

について新規記載 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第 2章 2.12 使用済燃料共用プール設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 添付資料―９―２ 別添―１ 

 

使用済燃料貯蔵ラック(25 体)の核燃料物質が臨界に達しないことを説明する書類 

 

（以下，省略） 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体） 

について新規記載 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第 2章 2.12 使用済燃料共用プール設備） 

3 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 添付資料―９―２ 別添―２ 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体）の耐震設計の基本方針 

 

（以下，省略） 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体） 

について新規記載 

 

22



 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第 2章 2.12 使用済燃料共用プール設備） 

4 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 添付資料―９―２ 別添―３ 

 

使用済燃料貯蔵ラック(25 体)の耐震性についての計算書 

 

（以下，省略） 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体） 

について新規記載 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第 2章 2.12 使用済燃料共用プール設備） 

5 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 添付資料―９―２ 別添―４ 

 

使用済燃料収納缶(大)の耐震性についての計算書 

 

（以下，省略） 

使用済燃料収納缶（大）につい

て新規記載 

 

24



 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第 2章 2.12 使用済燃料共用プール設備） 

6 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 添付資料―９―２ 別添―５ 

 

使用済燃料貯蔵ラック(25 体)設置後の使用済燃料共用プールの水深の遮へい能力に関する 

説明書 

 

（以下，省略） 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体） 

について新規記載 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第 2章 2.12 使用済燃料共用プール設備） 

7 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 添付資料―９―２ 別添―６ 

 

使用済燃料収納缶（大）についての説明書 

 

（以下，省略） 

使用済燃料収納缶（大）につい

て新規記載 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第 2章 2.12 使用済燃料共用プール設備） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料―１０ 

 

使用済燃料共用プール設備に係る確認事項について 

 

使用済燃料共用プール設備に新たに設置する使用済燃料貯蔵ラック（49体）の設置に係る主要な確認

項目を表－1に，収納缶に係る主要な確認項目を表－２に示す。 

尚，寸法許容範囲については製作誤差等を考慮の上，確認前に定める。 

 

表－1 確認事項（使用済燃料貯蔵ラック（49 体）） 

確認項目 確認内容 判定基準 

材料確認 実施計画に記載されている主な材料につ

いて確認する。 

実施計画の通りであること。 

構造 

確認 

寸法確認 実施計画に記載されている主要寸法を確

認する。 

寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 機器の据付位置，据付状態について確認す

る。 

実施計画の通りに施工・据付されている

こと。 

機能 

確認 

使用済燃料貯蔵

ラック容量確認 

機器の容量，個数について確認する。 実施計画の通りであること。 

使用済燃料貯蔵

ラック挿入確認 

収納缶を用いて貯蔵する箇所の収納缶の

挿入及び取出しが円滑に行え支障のない

ことを確認する。 

挿入ゲージを用いて変形燃料を貯蔵する

箇所の挿入ゲージの挿入及び取出しが円

滑に行え支障のないことを確認する。 

収納缶の挿入及び取出しが円滑に行え

ること。 

挿入ゲージの挿入及び取出しが円滑に

行えること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料―１０ 

 

使用済燃料共用プール設備に係る確認事項について 

 

使用済燃料共用プール設備に新たに設置する使用済燃料貯蔵ラック（49 体及び 25 体）の設置に係る

主要な確認項目を表－１に，使用済燃料収納缶（小及び大）に係る主要な確認項目を表－２に示す。 

なお，寸法許容範囲については製作誤差等を考慮の上，確認前に定める。 

 

表－１ 確認事項（使用済燃料貯蔵ラック（49体及び 25 体）） 

確認項目 確認内容 判定基準 

材料確認 実施計画に記載されている主な材料に

ついて確認する。 

実施計画の通りであること。 

構造 

確認 

寸法確認 実施計画に記載されている主要寸法を

確認する。 

寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

据付確認 機器の据付位置，据付状態について確認

する。 

実施計画の通りに施工・据付され

ていること。 

機能 

確認 

使用済燃料貯蔵ラック 

容量確認 

機器の容量，個数について確認する。 実施計画の通りであること。 

使用済燃料

貯蔵ラック 

挿入確認 

使用済燃料

貯蔵ラック

（49体） 

使用済燃料収納缶（小）を用いて貯蔵す

る箇所の使用済燃料収納缶（小）の挿入

及び取出しが円滑に行え支障のないこ

とを確認する。 

挿入ゲージを用いて変形燃料を貯蔵す

る箇所の挿入ゲージの挿入及び取出し

が円滑に行え支障のないことを確認す

る。 

使用済燃料収納缶（小）の挿入及

び取出しが円滑に行えること。 

挿入ゲージの挿入及び取出しが円

滑に行えること。 

 

使用済燃料

貯蔵ラック

（25体） 

試験用収納缶を用いて貯蔵する箇所の

試験用収納缶の挿入及び取出しが円滑

に行え支障のないことを確認する。 

試験用収納缶の挿入及び取出しが

円滑に行えること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体）

及び使用済燃料収納缶（大）の

記載追加に伴う記載の変更 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第 2章 2.12 使用済燃料共用プール設備） 

2 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

表－２ 確認事項（収納缶） 

確認項目 確認内容 判定基準 

材料確認 実施計画に記載されている主な材料につ

いて確認する。 

実施計画の通りであること。 

構造 

確認 

寸法確認 実施計画に記載されている主要寸法を確

認する。 

寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

 

表－２ 確認事項（使用済燃料収納缶（小及び大）） 

確認項目 確認内容 判定基準 

材料確認 実施計画に記載されている主な材料につ

いて確認する。 

実施計画の通りであること。 

構造 

確認 

寸法確認 実施計画に記載されている主要寸法を確

認する。 

寸法が許容範囲内であること。 

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。 

 

使用済燃料収納缶（大）の記載

追加に伴う記載の変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（別冊集 表紙・目次） 

1 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

福島第一原子力発電所 

特定原子力施設に係る実施計画 

 

別冊集 

 

（中略） 

 

別冊１５ 使用済燃料共用プール設備に係る補足説明 

Ⅰ 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）および収納缶に係る要目表 

Ⅱ 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の耐震性について 

 

 

 

（以下，省略） 

福島第一原子力発電所 

特定原子力施設に係る実施計画 

 

別冊集 

 

（中略） 

 

別冊１５ 使用済燃料共用プール設備に係る補足説明 

Ⅰ 使用済燃料貯蔵ラックおよび使用済燃料収納缶に係る要目表 

Ⅱ 使用済燃料貯蔵ラック（49 体）の耐震性について 

Ⅲ 使用済燃料貯蔵ラック（25 体）の核燃料物質が臨界に達しないことを説明する書類に係る補足説

明 

Ⅳ 使用済燃料貯蔵ラック（25 体）の耐震性について 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の変更 

 

使用済燃料貯蔵ラック（25 体） 

について新規記載 
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